
【鳴門市行政評価】 46人権セミナー開催事業

◎基本情報

◎事業概要（PLAN)

千円982 982 982

正規職員(6,721千円/人)
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コスト分析 27年度

－目標達成率(実績/目標)

人
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23年度実績

成果指標
対象にどのよ
うな効果が
あったか示す
指標

人権セミナーへの参加者数

25年度24年度実績

4

314 364 －

91.0

回

2 出張出前講座実施回数 209 回2015 18

23年度実績 24年度実績 単位

活動指標
実施した事業
の活動量を示
す指標

1 人権セミナー開催回数 44 4 4

25年度目標 26年度目標

◎実施結果（DO)

事業
実施
内容

24年度は目標を達成
するため、手段として
どのような活動を行っ
たのか

 人権問題を2回（うち同和問題を1回），男女共同参画を2回の計4回実施した。開始時
期の調整（「10月は人権について考える月間」として位置づけ4回を集中）やアンケート
の集計結果を踏まえ，セミナーの実施内容を防災・減災と絡めた人権問題やGDI（性同
一性障害）など，市民のニーズに応じたものとすることで，より多くの市民がセミナーへ
参加できるようにした。事前にセミナーチラシ（各回500枚　計2,000枚）を配布した。

事業実施手法

指標名 27年度目標

成果
目標 450 人

事業目標の達成度合

指標名

人権セミナーへの参加者数 500380 400 480

事業
対象

誰(何)を対象に
しているか

市民

23年度 24年度 26年度 単位

事業
目標

対象をどのような状態
にしたい(目指す)のか

根拠法令
計画など

鳴門市人権条例，鳴門パートナー
シッププランⅡ（セカンド）ステージ

6

終
期

開
始

27年度25年度

 「人権」に関して理解と認識を深め，問題意識を持ってもらい，人権侵害や差別問題を
解決，市民と行政が一体となって，互いに助け合い，支え合い，だれもが安心して暮ら
せる人権のまちづくりを進めていく。

総合計画体系

年度

基本政策(大項目) 2 ずっと笑顔で生きがい感じるまちづくり

人権

政策(中項目) 1

基本事業 1

事業
期間施策

人権行政の推進

1

ひとにやさしく健康で安らげるまち　なると

人権の尊重

　　　(小項目)

事務事業名 人権セミナー開催事業
担当
部署

健康福祉部　人権推進課(室)

平成25年度事務事業評価シート

個人 世帯 団体 その他 内部管理

市実施 一部委託 委託 補助金 その他



【鳴門市行政評価】 46人権セミナー開催事業

◎平成２５年の実施状況（DO')

◎項目別評価（CHECK)

◎今後の方向性(ACTION)

今後の
改革案

実施予定時期

どのように改革するのか

 他課が所管する事業者補助金制度と連携してセミナー事業の実施を検討
する必要がある。

課題

 セミナーの集客を増やすためには，魅力のある講師を呼ぶことが大きなウエイトを占める。魅力のある
講師を招へいするためには，講師謝金の上昇が避けられないが，県からの人権啓発活動事業委託金
は削減傾向である。

今後の方向性 1.廃止 2.要改善 3.現状維持 4.拡充

事
務
事
業
の
評
価

↓「廃止」・「要改善」・「拡充」の場合は以下の欄に記入してください。

/10 ⑤ 効率性向上の余地はない。

2

③8
① 事業実施手法は適切である。

④ 受益者負担や補助金の割合に問題はない。

事業費を削減する余地はない。

作業手順の改善などによる人件費削減の余地はない。

理由等所見欄

事業費が法務省
の人権啓発活動
地方委託事業委
託金を活用して
おり，委託金の範
囲内でできる事
業実施に取り組
んでいる。

③ 事業対象は適切である。

④ 成果目標が達成され、市民に具体的に説明できるような効果があがっている。

②

事業目標が達成できるような事業内容になっている。

⑤ 現在の事業費で、事業の見直しによる成果向上の余地はない。

３.効率性の評価

/10

理由等所見欄

6
①

市民生活上の課題解決に貢献している。 人権セミナーや女
性子ども支援セン
ターの活動により，
男女共同参画の推
進についても、男女
共同参画都市宣言
事業への採択やシ
ンポジウムの開催
など一定の成果を
あげている。

行政内部の管理上の課題解決に貢献している。

②

２.有効性の評価

③ 税金で実施するにふさわしい事業で、市民への説明責任も果たせる。

④
市民の基本的な生活の維持・確保に必要不可欠な事業である。

行政内部の管理上必要不可欠な事業である。

/10 ⑤ 法令により実施することが義務づけられている事業である。

理由等所見欄

施策 人権の尊重 の達成につながる事業である。

現在でも部落差別
をはじめとする人
権問題が存在する
中で，市民が安心
して暮らせるため
の基盤である基本
的人権の尊重に
ついての啓発・普
及活動は必要不
可欠である。

１.必要性の評価

現在の実施状況

【事務事業名：人権セミナー開催事業】

 他のイベントと重ならないよう開催時期を調整して実施し，市民が参加しやすい環境を整える。より多くの市民に参
加いただくため，事前の広報に力点を置く。自殺予防対策事業と連携したセミナーを2回開催し，子育て・学生世代
を中心とする若年層の集客を重視し，鳴門教育大学講堂を会場とした同大との共催事業とする。市民に身近な人
権問題として考える機会を提供するため，引き続き人権啓発活動地方委託事業での人権セミナー及び人権の花運
動開催の採択と委託金額の増額を求め，事業の充実・拡大を図る。アンケート結果を踏まえ，防災・減災に関連し
た人権問題や「性同一性障がい」など，新しい人権課題を取り上げることで，参加者の増加を図る。出張出前講座
を充実することで，市民に人権セミナーのほかにも人権に関して理解と認識を深めていただく機会を提供する。
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① 廃止した場合に支障が出る。

②


